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はじめに
「出入国管理及び難民認定法」が2018年12月に改正された。この改正入
管法は、これまでの在留資格に新たに特定技能１号・同２号を設けるもの
で、比較的に単純な外国人人材の受入れに係るこれまでの制度的な枠組み
を大きく変更する契機となるものであって、今後の外国人労働の活用、外
国人との共存、日本社会の在り方に大きな影響を与える。本稿では、改正
入管法の内容、評価、そして残されている課題について考察する。
１　入管法の改正
１）人手不足の深刻化と「骨太方針 2018」
2012 年末以降の景気回復が続くなか、失業率の低下や有効求人倍率の
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増加が進み単純労働を中心に全国的に人手不足が顕著に見られるようにな
って来た。こうしたなか、政府は「経済財政運営と改革の基本方針 2018」
（2018 年６月閣議決定、いわゆる「骨太方針」2018）で、新たな外国人受
入れ方針を決定した。
中小・小規模事業者等の人手不足に対応するため、「従来の専門的・技
術的分野における外国人人材に限定せず、一定の専門性・技能を有し即戦
力となる外国人人材を幅広く受け入れていく仕組みを構築する必要があ
る。」「このため、真に必要な分野に着目し、移民政策とは異なるものとし
て、外国人人材の受け入れを拡大するため、新たな在留資格を創設する。」
ことにした。
受入れ業種等は農業、建設、宿泊、介護、造船等を予定し、外国人人材
に求める技能水準は業種の所管省庁による試験で確認し、また日本語能力
の確認のため簡単な日本語能力試験も行うことにした。在留期間の上限は
５年で家族の帯同は基本的に認められないが、試験等で高い専門性が認め
られれば専門的・技術的分野の在留資格に移行して在留期間の上限がなく
なり、家族帯同も認められることとした。また、受入れ環境の整備のため
多言語での生活相談対応、日本語教育の充実など図り、法務省が司令塔的
な役割を果たしつつ国・地方が連携して外国人が共生できる社会の実現を
目指すこととした。
このように、人手不足が激しく比較的単純労働とみられていた分野に、
新たな即戦力として外国人労働者に対して広い門戸を開く可能性があり、
これまで一般に等閑視しがちであった外国人在留資格や移民問題について
社会的に大きな議論を呼び起こすこととなった。
２）改正入管法の主な内容
①　在留資格に「特定技能１号」と「特定技能２号」を追加
これまで外国人人材のうち比較的単純な技能労働は永住者、日系人の定
住者、技能実習生、留学生のアルバイトによって担われていたが、新たに
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在留資格として「特定技能１号」と「特定技能２号」を創設する。
「特定技能１号」は、特定産業分野（人材確保が困難な状況にあり外国
人により不足人材を確保を図るべき産業分野で法務大臣が指定するもの）
で、「相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する
活動」である。
「特定技能２号」は特定産業分野で「熟練した技能を要する業務に従事
する活動」である。扶養を受ける家族（配偶者、子）の帯同が許される。
②　制度運用に関する方針の明確化
　特定技能に関する制度運用を明確化するため「基本方針」、「分野別基本
方針」を閣議決定の上、法務大臣が定める。これらは政省令の規定のもと
となる。（基本方針等の内容は後述）
③　受け入れ企業等の義務
受入れ企業等（「特定技能所属機関」という）は、法務省基準に適合し
た①雇用契約の締結して履行する。また、法基準に適合した②職業生活・
日常生活。社会生活上の支援実施ための外国人人材支援計画（「特定技能
外国人支援計画」という）を策定して履行する。
　また、法務省は、受入れ企業・機関に代わって特定技能外国人支援計画
を実施する機関（「登録支援機関」という）の規定を整備して、自ら計画
実施のできない受入れ企業等に代わって業務代行が適切に行われるように
する。
④　出入国在留管理庁の設置
出入国在留管理庁を設置して（入管法と同時に改正された改正法務省設
置法に依拠）、特定技能所属機関の登録、指導・助言、報告徴収、改善命
令等を行う。また、登録支援機関の登録、指導、助言、登録抹消等を行う。
⑤　地域の状況への配慮
産業分野別の運用方針には当該分野の人材不足の地域の状況を明記する、
また、「特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して
就労することとならないようにするために必要な措置を講ずるよう努める
− 3 −
川　本　　　敏
ものとする」と附則で規定している。
⑥　法律施行後の早期の見直し
法律施行後（2019年４月１日）２年を経過した場合に、特定技能の在留
資格制度の在り方を関係者の意見を踏まえて検討を加え、要すれば所用の
措置を講ずることとしている。
なお、改正入管法（基本方針等の内容の一部を含む）の在留資格「特定
技能」の骨子は第１図の通りである。
第１図　在留資格「特定技能」の概要
（備考）出入国在留管理庁「在留資格「特定技能」について」（2019.4.26）による。
３）基本方針
法改正の具体的な内容は、「特定技能の在留資格に係る制度の運用の基
本方針について」（2018年12月25日閣議決定）において定められている。
①　特定技能在留資格制度の意義
生産性向上、国内人材確保の取組を行ってもなお人材確保が困難な産業
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分野で、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人の受け入れる仕組
みを構築する。
客観的な指標等で人手不足分野の特定、向こう５年間の受入れ見込み数
を示して、過大にならないようにする。
②　受入れ業種と受入れ数
受入れ業種は、介護業、ビルクリーニング業、素形材産業、産業機械製
造業、電気・電子情報関連産業、建設業、造船・船舶工業、自動車整備業、
航空業、宿泊業、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業の14分野である
５年間の受入れ申込数は大きな経済情勢の変化が生じない限り、特定技
能１号外国人受入れ上限とする。（受け入れ見込み数は分野別運用方針に
記され、その全14分野の総数が34.5万人であり、これが2019−2023年度の
５年間の上限となる。）
③　特定技能外国人に求められる能力
特定技能１号外国人は、相当期間の実務経験を要する技能で直ちに一定
の程度の業務ができる水準のもので、ある程度の日常会話ができ生活に支
障がなく、また業務に必要な日本語水準を有しているものである。法務省
は所管省庁と連携して試験を実施して能力を確認する。必要な技能水準、
日本語能力水準を満たしているとして第２号技能実習生は試験を免除する。
特定技能２号外国人は熟達した技能が求められ、高度に専門的・技術的
な業務や監督者として業務の統括等ができる水準であって、所管省庁等の
試験等で確認する。
④　在留期間、家族の帯同
特定技能１号外国人は在留期間は５年以内の制限があり、家族（配偶者、
子）の帯同も原則にできない。特定技能２号外国人は、在留期間に上限は
なく（１年または６か月ごとに更新できる）、また家族（配偶者、子）の
在留資格を付与する。
⑤　受け入れ企業等の責務の徹底
特定技能外国人の報酬が日本人と同額以上であることを含め、雇用契約
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を所要の基準に適合させる。報酬は振り込み等支払額が確認できる方法で
行われるようにする。
⑥　転職の許容
同一業務区分間の転職を認める。雇用は原則として雇用元との直接雇用
とし、１つの受入れ企業等に限る。業務分野によっては派遣雇用形態を認
め分野別運用計画に明記する。（現在14分野の内、農業、漁業で直接雇用
に加えて派遣が明記されている。季節で仕事量の変動が大きいことが考慮
されたとみられる。）
⑦　生活支援等の充実
特定技能１号外国人に対して支援計画に基づき、入国前の生活ガイダン
ス、住宅の確保、生活オリエンテーション、日本語習得、苦情・相談、日
本人との交流等をおこなう。
また、転職に際してハローワークを利用する場合、希望条件、技能水準、
日本語能力を充分に把握して職業相談、職業紹介をおこなう。
⑧　その他
悪質な国内仲介業者（ブローカー）等の排除を徹底するとともに、送り
出し国の政府等と連携して悪質な海外仲介業者等の介在防止を行う。
外交上、人権上、治安上の問題が生じた場合、法務省は関係省庁と連携
した対応する。
４）分野別運用方針と運用要領
特定技能の対象となる分野ごとに運用方針とさらにその細目となる事項
を定めた運用要領が決められている。
例えば、介護分野運用方針についてみると、受入れ数の根拠として、国
内人材確保のために取り組んでいるが向こう５年間で30万人の不足が見込
まれ、介護ロボット、ICTの活用で１％程度（２万人）の生産性向上、処
遇改善や高齢者・女性促進等で国内人材の確保（22～23万人）を行っても
なお不足すると見込まれる数（６万人）を上限とするもので、過大な受け
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入れ数とはなっていないと記している。
このほか、技術水準、日本語能力を見るための試験や判定基準、従事す
る業務、受入れ企業に課す条件（介護分野の「特定技能協議会」への加入
等）、大都市圏等に過度に集中しない措置等について規定している。
同様に建設分野の運用方針を見ると。建設分野の特定技能１号外国人の
見込み数については、５年間で21万人程度の人手不足が見込まれ、毎年１％
程度の生産性向上（５年間で16万人）と追加的な国内人材確保（５年間で
１～２万人程度）しても不足すると見込まれる数４万人を上限として受け
入れるもので、過大な受け入れ数ではないとしている。
受入れ見込み数は、以上のような考えで14分野別に定め、その総計が
34.5万人である（14分野計の不足総数145.5万人の23.7％）。受入れ人数が
多い分野順に整理すると次の通りである。
介護業（６万人）、外食業（5.3万人）、建設業（４万人）、ビルクリーニ
ング業（3.7万人）、農業（3.65万人）、飲食料品製造業（3.4万人）、宿泊業
（2.2万人）、素形材産業（2.15万人）、造船・船舶工業（1.3万人）、漁業（0.9
万人）、自動車整備業（0.7万人）、産業機械製造業（0.525万人）、電気・電
子情報関連産業（0.47万人）、航空業（0.22万人）
なお、国別の受け入れ枠は設けていない。
こうした特定技能外国人は、建設業、農業、造船・船舶工業、素形材産
業、産業機械製造業、電気・電子情報関連産業分野では、85％以上を技能
実習生からの移行と見込まれる一方、介護業、外食業はゼロである。初年
度は約６割が現在の技能実習生、５年後でも45％を占めるとみられている。i
５）改正入管法施行前後の動き
2018年12月25日の関係閣僚会議で、現状認識・課題、具体的施策126項
目からなる「外国人材の受け入れ・共生のための総合的対応策」を決定し
ている。
この中で、多言語・ワンストップ型の総合相談センターの設置、医療・
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災害情報等の多言語化、日本語教育の充実、悪質ブローカ―等の排除のた
め２国間協定の締結、特定技能１号のための試験を11業種で19年度中に始
めること等、様々な具体策を明らかにしている。また、予算は既存の外国
人支援も含め、2018年度補正、2019年度当初予算で211億円を計上、地方
創生推進交付金（千億円の内数）も活用することにしている。
基本方針等の運用ルールは改正入管法等の政省令として2019年３月に交
付され、４月１日から改正入管法に合わせて施行された。
2019年４月の法施行後、介護、宿泊、外食で第１回目の分野別技能試験
が開始された。介護業の第１回目の試験結果は合格者84人、合格率74.3％
であった。ii また、ベトナム等数カ国と外国人労働者派遣・受入れに係る
２国間協定が結ばれている。さらに、「外国人材の受入れ・共生に関する
関係閣僚会議」で、2018年12月決定の総合的受入れ策を拡充して外国人共
生センターの新設など追加的支援の方向を2019年６月に決定している。
また、2019年６月には日本語教育推進法が成立している。同法は日本語
教育を希望する外国人等に日本語教育を受けられるよう国、地方公共団体、
事業主の責務、基本的施策、日本語教育推進会議の設置等を定めている。
　
２　入管法改正の評価
１）改正は拙速か
中小企業をはじめとする人手不足の深刻化により、比較的に単純な技能
労働について産業界の強い要望もあって政府は即戦力となる外国人労働者
の受入れを急いだ。2018年６月に新たな在留資格の創設を盛り込んだいわ
ゆる骨太方針を閣議決定した後、10月には改正出入国法の骨子をきめ、11
月に改正案を閣議決定・国会上程、衆議院で審議可決、12月に参議院で可
決成立している。
この間、国会はもとよりメデイア、言論界等多くで、在留資格、外国人
労働、人材不足、移民、人口減少、国の在り方など、これに関連した多く
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の問題が議論されて、その間に新しい事実や問題点が明らかになってきた。
例えば、外国人滞在者との交流事例等が紹介される一方で、技能実習生等
に係る賃金未払い、労務災害、失踪、不法滞在、日本語学校等の不正就学、
外国人による国民健康保険の悪用、一部在留外国人のマフィア化、在留カー
ド偽造など具体例が広く報道されるようになった。多くの国民が現状を踏
まえつつ外国人人材や外国人との共生について身近な課題として考えるよ
うになった。ことは１つの大きな成果といえる。
問題の多い技能実習生制度を放置して新たに永住につながる在留資格を
拙速に創るべきではないと野党は反対したが対案の提示はなかった。確か
に、方針の閣議決定から法案策定、国会審議・成立まで、新たな制度創設
の割にはこれまでの入管法の改正に比較して短時間に進められたといえる。
技能実習制度の改善など関連課題も含め充分な制度設計がなされたとは必
ずしも言えないが、「拙速である」との判断は多くの法案の場合往々にし
て判断の先送り、引き延ばし、やらないことの弁明終わりがちであったこ
とを考えると説得的ではない。iii 附則で定められたように、特定技能制度
をはじめ在留資格について改正法施行後の状況を踏まえ問題があれば２年
後速やかに改善策を講じていくことが効果的であると思われる。
改正入管法で、賃金を日本人と同額以上としたこと、正規職員としての
採用が可能なこと、支援計画を義務付け履行させることで生活支援等の充
実が図られること、同業種への転職を認めていること等、これまでの技能
実習生制度と比べると大きな前進となっている。方向性としては望ましい
もので、抜け穴を防ぎ法令、基本方針等の中身をどれだけ速く実効性のあ
るものにしていくかが、まず問われているといってよい。
例えば、技能実習生では住居費、光熱費などの名目で賃金から高額な天
引きをするケースが一部にみられたが、特定技能２号外国人は日本人と同
額以上の賃金が確実に支払われるよう銀行振り込み等を使い必ず記録に残
るようにすることにしており、受入れ企業等のルール順守をチェックする
体制の整備など、実効性の確保が大切となる。
− 9 −
川　本　　　敏
２）広汎な議論が巻き起こる
外国人労働力、移民、労働力不足、国の将来の在り方などについて、社
会学者、経済学者等に限らず多くの人々によって広汎な議論がまき起こっ
たことは今後の政策を考える上で大きな成果といえる。
以下、新聞雑誌等で目に付いた議論を整理すると４つに大別できる。
①　受入れの意義を強調
単に人手不足対策だけでなく多様な人材の確保、多様性ある社会構築の
観点から改正入管法を評価する。広く外国人人材、移民の効用として、外
国人はこれまでの日本の発展に貢献してきており、また人口減少下で次世
代日本人の増加に寄与する等の見方である。iv
②　良否の問題ではなく現実への対応が不可欠
労増力人口急減、労働力不足もとで外国人労働力の増大が不可欠となっ
ており、受入れ後の外国人とのよき共存・共生のための施策の充実が大切
との考えである。v
③　外国労働者受入れの負の側面を重視
外国人労働者の受入れは、賃金低下、低賃金の温存につながる。賃上げ
を抑制して国内の雇用者所得を減少させ雇用問題の本質的な解決を遅らせ
る。外国人労働者で人手不足は中長期的に解消しない。賃上げを行い日本
人が率先して現場を担うことが大切である。永住者が増え事実上の移民国
家となり、日本文化・日本語が理解できない者が増え国家的なアイデンティ
ティを掘り崩す。将来、外国人労働者の受け入れは蜜月は続かず将来必ず
社会的混乱をおこす。階層分化が進む。地方自治体等の財政負担も増大す
る。一部在留外国人がマフィア化する。一般永住者の増大を促進し国家情
報法を有するような国の国籍を有する人が増大すると緊急時に日本の社会
がかく乱される恐れがある。移民より少子化対策の強化が肝要である。等
の意見である。vi
④　選ばれないリスクの重視
外国労働者の活用の意義を認めるものの、海外と日本との賃金差の縮小、
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日本経済の将来性の減退等から日本が外国人人材の受入れ国として「選ば
れないリスク」を重視する考えもある。成長戦略等による魅力ある国づく
りを通じで「選ばれる国」の必要性を説く。vii
なお、フランスの歴史人口学者エマニエル・ドットは日本人向けの最近
の所論でviii、国際的な人口動態や家族構造の歴史的な分析を通じて今後の
日本の外国人受入れ・移民政策について以下のように示唆に富む指摘をし
ている。
移民拡大により少子化対策をおろそかにしないこと。外国人労働者はい
ずれ国に帰ると思いこまないこと（外国人労働者は必ず定住者になり家族
を呼び寄せる）。移民を単なる経済現象と考えてはいけない（個人は特定
の文化的背景を背負い文化的な差異を見くびってはいけない）。移民受け
入れにあったって欧州の経験に学び多文化主義を採用せず寛容な同化主義
を採用すること。非熟練労働者のみを増加したり移民の出身国をある特定
の国に集中させないこと。日本文化に自信を持って外国人に寛容に接して、
受入れ外国人労働者が日本社会に属することを誇りに思うよう同化を成功
させること。等である。
一般国民の見方はどうであろうか。この問題に対する内閣府の近年の世
論調査は見当たらないが、新聞社等の世論調査は少なくない。例えば毎日
新聞の調査（2018年10月）では、外国人労働者の受け入れについての政府
の方針に関して「賛成」47％、「反対」32％となっている。ix 日経新聞（2018
年10月）では、人手不足分野での外国人労働者の受け入れについて賛成が
54％と半数を上回り、外国人労働者の永住に関しても賛成が54％にのぼり
反対34％を上回っている。また、同紙の2019年３月の調査では、外国人労
働者が増大することの経済への影響について「良い効果がある」が44％で
「悪い効果がある」の30％を上回っている。「外国人労働者が増えることの
不安の有無について聞くと「不安を感じる」62％、「不安を感じない」が
31％となっている。世代別では若い世代は賛成が多く年齢が増えるにつれ
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て反対が増大する。x
連合の働く男女を対象とした調査「外国人労働者の受入れに関する意識
調査2018」（2018年９月下旬実施）では、自分の職場に外国人労働者が増
えることについて、「よいことだと思う」51％、「よくないことだと思う」
25％となっており、「よいことだと思う」は20歳代で64％、40歳代で43％
となっている。また、日本全体として外国人労働者が増えることについて、
「よいことだと思う」55％、「よくないことだと思う」22％となっており、
20歳代で66％、40歳代で47％となっている。
このように各種の世論調査の結果は全般的に、外国人労働者の受け入れ
について肯定的な人が多く、年齢別には若者では高く、男女別では女性が
やや低い傾向にある。一般に多くの日本人はある程度の外国人労働者の受
入れと共生について前向きであるといえよう。　
　ただし、外国人労働者の受入れの良否の設問はどの程度の数の受入れを
想定しているかは示さずれ漠然とした質問であるので、年間 10 万人増規
模なのかあるいは 20 万人増規模なのかそれ以上なのか、増加期間が永続
するのか５年程度なのか否か等で、回答結果も変わってくることに充分留
意する必要がある。
３　残されている課題
１）必要外国人労働者数等の数値的な根拠の明確化
①　個別業種
特定技能労働者受入れ数の上限については、既述のように５年間で合計
34.5万人と算出している。しかし、外国人労働者全体の増減は、新設され 
た特定技能外国人に限らず、構成比が高く（約２割以上）、対前年度比 
１割以上の伸びが続いている技能実習生数や日本語学校を含む留学生（原
則、月に28時間まで労働可）、専門的・技術的分野の在留資格者の増減に
大きく左右される。
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2018年10月末現在の在留資格別の外国人労働者の動向を見ておくと、総
数は146.0万人（対前年同期比18.2万人、14.2％増）で、定住者（主に日系人）
や永住者など報酬を受ける活動に制限のない「身分に基づく在留資格」が
49.6万人（構成比33.9％、対前年同期比8.0％増）、技能実習生である「技能
実習」が30.8万人（構成比21.1％、対前年同期比19.7％増）、アルバイトを
している留学生である「資格外活動（留学）」が29.8万人（構成比20.4％、
対前年同期比15.0％増）、技術・人文知識・国際業務など17種類からなる「専
門的・技術的分野の在留資格」者が27.7万人（構成比19.0％、対前年同期
比16.1％増）となっている。
産業別の外国人労働者数を見ると、製造業43.4万人（構成比29.7％）、
サービス業（他に分類されないもの）23.1万人（同15.8％）、宿泊業・飲食
サービス業18.5万人（同12.7％）、卸売業・小売業18.6万人（同12.7％）、教
育、学習支援業7.0万人（同4.8％）、建設業6.9万人（同4.7％）、となってい
る。事業所規模別の外国人労働者数では、30人未満規模が50.7万人（構成
比34.8％）、30～99人規模が26.7万人（同18.3％）、100～499人規模32.8万人
（同22.5％）、500人以上規模が29.7万人（構成比20.4％）、と、100人未満の
事業所で働いている者が過半を占めている。xi
これらの今後の動向は経済情勢に加えて今後の在留資格の見直しや運用
改善と密接に関係している。にもかかわらず、これら在留資格者動向が不
確定なままに業種別の人手不足数を見込んでおり、極めて不確実な見込み
数値となっている。
また、特定技能１号対象14業種の上限値の算定では、AIやITから生ず
る生産性向上率を建設業を除いて一律５年で１％程度と機械的に置いてい
る傾向があり、実態を充分反映しているか疑問がある。（建設業は毎年１％
とみている。）
②　マクロ労働需給
また、業種の人手不足の背景となる国全体、すなわちマクロの労働市場
を見ても不確定が高い。妥当性の高いケースを想定して確度の高い分析が
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必要となる。
今後のマクロの労働需給等について、厚労省の「雇用政策研究会」（樋
口美雄座長）が2019年１月に「雇用政策研究会報告書～人口減少・社会構
造の変化の中で、ウェル・ビーイングの向上と生産性向上の好循環、多様
な活躍に向けて～」を公表している。
その中で、2040年までの年齢層別、男女別、産業別の就業者数を推定し
ている。基礎となる人口は国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）
の将来人口推計（中位推計）をもとにしている。「経済成長と労働参加が
進むケース」（以下、Aケースという。）と「経済成長と労働参加が進まな
いケース」（以下、Bケースという。）に分けて推計している。労働需給が
一致するよう労働力需給経済モデルを用いて需要・供給を推計しており、
就業者の減少は人手不足を表すものでない。
第１表に示すように、2040年の就業数はBケースでは2017年比で1285万
人減少するが、Aケースでは506万人減少に留まる。両ケースとも男女と
も減少するが、Aケースの女性就業者数の減少幅はとりわけ少なくなる。
Aケースの失業率は2.8％となり摩擦的な失業を除けばほぼ完全雇用の状
況といえるが、Bケースは3.9％と就労希望者の一部は失業状態となってい
る。
男性ではAケースでは年齢にかかわりなく希望する者が働らくことと
なるが、高齢化で労働力人口の減少もありAケースでも477万人減、Bケー
スでは711万人減となる。女性ではM字カーブは解消してAケース30万人
減にとどまり、Ｂケースは575万人減となる。
業種別ではＡ・Ｂ両ケースとも農林水産業、鉱業・建設業、卸売・小売
業の減少、医療・福祉の増大が目立っている。Ａ・Ｂ両ケース間では、製
造業、情報通信業ではＢケースの150万人を超える減少がＡケースではプ
ラスに浮上しているのが目立っている。
Aケースが実現すれば、高齢者・女性の就業率の向上により働くことを
通じた社会参加が広く進み社会の活力維持に貢献して、良好な生活と生産
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性の向上の好循環を実現できるとみている。
この推計は、社人研の推計を基としており、外国人が年に約７万人増大
することを前提としている。このことは、外国人労働者のここ３年（2016
～2018年）の平均的な増加数の半分程度であっても、生産性が向上してか
つ高齢者・女性の就労環境が整えられて就業率が高まれば、労働需要を賄
い、経済は実質２％程度成長して完全雇用の達成が不可能でないことを示
唆している。また、Aケースは2040年のみならず2025年でも失業率は2.7％
であって、外国人労働者に多くを頼らなくても積極的な労働参加と生産性
向上等を通じて経済の成長と完全雇用が達成が不可能でないことを示して
いる。
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　　　　　　　　　　　　第１表　就業者数の将来推定　　　　　　（単位：万人）
（備考）1．厚労省「雇用政策研究会報告書」2019年１月による
2．Ａケースは「経済成長と労働参加が進むケース」、Ｂは「経済成長と労働参加が
進まないケース」である。ＡケースはAI・自動化の進展を含め年率2.5％の生産性
向上を見込んでいる。各推計値の下の数値は2017年実績値との差である。失業率は
報告書の労働力数と就業数より筆者が算定したものである。
　
日本の人口減少とりわけ主な働き手を形成する生産年齢人口（15歳から
64歳）は、少子化の極端な進行によって、社人研の中位推定では25年間で
22.6％の減少となる。すなわち2015年比で7728万人から5978万人へ1750万
人の減少である。（高位推定でも1647万人の減少（21.4％減）である。）
これは第１表のＢケース（経済成長と労働参加が進まないケース）
で、就業者数が2017年6530万人から2040年5245万人と23年間で1285万人
（19.7％）減少する状況と符合している。すなわち、現在の少子化状況が
続くと高齢者・女性の労働参加と経済成長が進まなければ労働力人口の減
少の影響をもろに受けて中長期的に経済の停滞、失業の増大が懸念される。
経済が円滑に動いていくにはAケースのように、労働力の減少を補う 
（実績） Ｂケース Ａケース ケース差 Ａ−Ｂ
2017年 2025年 2040年 2025年 2040年 2025年 2040年
男性
　歳
60以上
30～59
15～29
3672
791
2327
554
3409
△263
733
2163
513
2691
△711
787
1742
432
3537
△135
817
2199
521
3195
△477
991
1771
434
128
84
37
８
234
204
29
２
女性
　歳
60以上
30～59
15～29
2859
583
1824
498
2673
△186
499
1706
469
2283
△575
531
1357
396
2953
94
603
1861
488
2829
△30
804
1610
416
280
104
155
19
543
273
253
20
合計
失業率
6530
2.8％
6082
△448
4.1％
5245
△1285
3.9％
6490
△40
2.7％
6024
△506
2.8％
408
△1.4％
779
△1.3％
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外国人在留者数が７万人程度として、高い生産性の向上と女性や高齢者の 
就業率が高まることが不可欠となる。（就業率は2017年実績58.8％から
2025年59.8％、2040年60.9％へ２％ポイントほど高まる必要）。
なお、Aケースは年率2.5％の生産性向上を見込んでいるが、2013～
2018年度の全要素生産性の伸びは年率1.0％程度であって極めて楽観的な
仮定となっている。
第２表　生産年齢人口の将来推計
（備考）1．国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計」（2017年４月）
による。
2．社人研の推計は、外国人の純入国超過数について、2035年まで毎年約７万人と
している。2035年以降は、外国人の純入国規模を日本の人口規模と連動させるため
2035年の日本人・外国人を合わせた総人口を分母とする男女別年齢別入国超過率を
求めて、以降これを一定として推計している。
２）技能実習生制度、留学生制度等の改善
現行の在留資格制度には問題点が多く見直し・改廃が求められている。
実績
2015年
中位推計（TFR1.44）高位推計（同1.65）
2040年
生産年齢人口 7728万人 5978万人 6081万人
　2015年差 △1750万人 △1647万人
　（構成比） （60.8％） （53.9％） （53.5％）
年少人口 1593万人 1194万人 1372万人
　2015年差 △401万人 △223万人
　（構成比） （12.5％） （10.8％） （12.1％）
老年人口 3387万人 3921万人 同左
　2015年差 534万人増 同左
　（構成比） （26.6％） （35.3％） （34.5％）
総人口 １億2709万人 １億1092万人 １億1137万人
　2015年比 （100％）　　 　△1617万人 　△1335万人
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経済同友会労働市場改革委員会は2019年１月に、『持続成長に資する労
働市場改革―ハイブリッド型雇用と外国人人材の活躍推進に向けて舵を
切る―』の提言をまとめているが、そのなかで、「戦略的な外国人材の
受け入れの開かれた仕組みづくり」として、2019年４月施行された特定技
能在留資格制度の実効性を高める取り組みとして、①定量的指標等による
受け入れ業種の客観性、透明性ある選定　②クォータ制の導入（国・業種・
地域別の受け入れ数を毎年決定）、③業種・職種横断的に可能な転職の整
備（転職回数の上限あり）を掲げている。
また、中長期的課題として、①外国人材受け入れを統括する省庁横断的
組織の創設、外国人材受け入れの可否を分析・検討する専門機関の創設、
②特定技能在留資格制度と技能実習生制度とは接続させず独立した制度と
して運用、技能実習生制度は実習のニーズ状況を踏まえ廃止も視野に制度
の見直し等、を提言している。
対象業種の客観性、透明性ある選定、クォータ制の導入など今後の制度
の基本にかかわる課題であり、受入れの業種、国・地域が偏らないよう、
今後の外国人労働者の流入動向、改正入管法の運用状況を注視しながら制
度の見直し改善が必要である。東京や大阪などの大都会に外国人労働者が
偏らないようにするには、クォータ制を検討するとともに最低賃金の全国
一律化を目指して見直しを行う必要があろう。
（技能実習生制度）
技能実習生制度について経済同友会提言は、創設された特定技能制度と
は独立した制度として「ニーズ状況を踏まえ廃止も視野に制度の見直し」
を提言している。技能実習生制度は発展途上国への技術移転、国際貢献目
的として発足したが、実態は日本人がやりたがらない仕事を最低賃金で行
わしている場合が少なくない。技能実習生は就業先の変更が認められない。
低賃金で働かせることだけを考えて多額の住宅費等を差し引き最低賃金を
はるかに下回る純報酬しか与えない悪質な受け入れ先も散見された。
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制度の趣旨が活かされ帰国して技能実習で得た技能と資金を活かして関
連企業に就業して事業の発展に貢献したり、起業して成功している元技能
実習生もいるがxii、技能実習の内容が帰国後活かされなかったり労災にあっ
て失意のうちに帰国する人もいる。なかには、出国に際して本国の年間平
均賃金の数倍にも及ぶ仲介手数料を仲介ブローカーに払ったが想定された
所得が売られず借金が返済できない人もいる。より高い賃金等を求めて失
踪、不法滞在となる者も生じている。2019年１月時点で不法残留者7.4万
人（対前年同期比11.5％増）のうち技能実習生が１万人近い9366人（35.5％
増）で、短期滞在（4.7万人）を除くと最大の構成比をしめ増加率も極め
て高い。xiii　
技能実習による国際貢献という建前と現実のずれが拡大して問題が山積
している技能実習生制度は、創設された特定技能制度とはリンクさせず独
立した制度として実態を踏まえて制度の見直し、改廃が不可欠である。５
年等の時限を設けて存続させて、その後は特定技能制度等に統合していく
ことも考えられる。
（留学生制度）
また、留学生の一部は単純労働の有力な担い手となっているが問題を多
く抱えており制度運用の見直しが必要である。アメリカのように留学生に
は就業を禁止している国があるが、我が国は原則週28時間認められており、
学期休み中はさらに長くの就業が認められている。
留学生の不法残留者数は年々増大して2019年初で4700人（対前年同期比
14.8％増）となっている。最近の事例では、東京福祉大学では学部研究生
ら留学生の1610人が所在不明、700人が退学、178人が除籍となっている。
日本人入学希望者が減少するなか一部の日本語学校や大学では適切な受入
れ、教育が行われず、不法就業、不法滞在の温床となっている。xiv　
受入れ留学生の倍増を目標とした「30万人留学計画」が2008年に決定さ
れた。当初、対象留学生は大学生・大学院生、専門学校生であったが、目
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標の達成が困難と見通されると2010年に計画改訂をおこない対象留学生に
日本語学校生も含めることにした。留学生の受入れ数の拡大を重視して教
育の質はおろそかで甘い学生管理が放置されることとなった。
留学生資格が外国人単純労働者の受け入れのルートにならないよう、す
なわち日本で就労を行うための方便とならないよう制度の徹底的な見直し、
厳しい運用が不可欠である。
また、大学留学生の卒業後の就職先が緩和されて、学んだはずの専門的
知識・技能と関連の薄い分野まで拡大されている（2019年５月末公告）。「名
ばかり留学生」の増大、なし崩し的な移民の受入れにならないよう再考す
る必要がある。xv
（期限付き滞在か「移民」か：移民を回避せず政策立案を）
特定技能１号の不明瞭な性格付けが政府の「移民」の位置づけを不弁明
にしている。
特定技能１号は相当程度の知識、経験を必要とする技能として、技能実
習生と異なり専門的・技術的分野と政府は位置付けながら（第１図の中の
右側の図参照）、永住を認めず５年の滞在期間上限を設け、家族の帯同も
認めていない。日本に期限なく永住して働きたい外国人は、特定技能２号
を目指すこととなるが、期限なく働き続けられる特定技能２号と特定技能
１号との技術水準の差は今後の試験内容の差等が明らかにならないと具体
的には明瞭にならない。また、特定技能１号で来日した人達が日本人と結
婚すれば、「日本人の配偶者等」として「身分に基づく在留資格」をして
期限や活動制限のない在留が可能となる。こうした永住への移行の不明確
性があって新在留資格は「移民ではない」との政府の説明を分かりにくく
している。
１年以上の滞在を移民とする国際的な定義とは異なり、政府は永住性を
重視して在留期限があって帰国が前提である資格は移民でないと説明して
きた。特定技能１号から特定技能２号への移行を通じての永住の可能性が
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開けたことが、政府の移民の定義を採っても移民と同じ性格を有している
との議論を誘発している。
外国人労働者の増大が当分必要と考えるのであれば、永住外国人労働者
の増大は必然であり、移民、移民政策という言葉を回避せず、「移民的な
背景を持つ人口」（population with migrant background：外国籍人口、帰
化人口、国際児人口（両親のいずれかが外国籍である（あった）子ども）、
その子孫）の増大を前提に在留資格制度の見直しに取り組む必要がある。
３）共生社会の実現―地方自治体の対応
一方、外国人集住都市会議xviは「新たな外国人材の受入れに係る多文化
共生推進について（意見書）」を2018年11月に国に提出、公表している。
外国人在留者の共生政策を現場で担う地方自治体の立場と考えを明確に
している。
そのなかで、外国人は労働者であるとともに地域の生活者であるとの基
本認識のもと多文化共生社会の実現にむけ、日本語教育、多言語による行
政サービス、子どもの教育の充実、社会保険加入促進などの強化、このた
め国の地方への財政支援強化を掲げている。
さらに、雇用、納税、不法滞在防止など在留管理体制の強化、外国人と
の共生のための基本法の制定、外国人庁（仮称）の設置などを掲げている。
外国人との共生施策を日常的に担う自治体として必要な行政サービスを
行うには財源の確保や社会保険の加入、納税の確保等が不可欠であって、
財源については、地方税や地方交付税交付金等に依存するだけでなく、外
国人労働者を受け入れる企業・機関に応分の負担をしてもらうシステムを
検討する必要があろう。
前述の経済同友会の提言では、「外国人材との共生社会の実現の取り組
み」として、①家族帯同と社会統合政策の充実（５年間の家族帯同禁止の
見直し等）、②地方自治体への支援の強化、③外国人子弟にも就業義務を
課することの検討などを掲げている。
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いわゆる外国人庁の創設、家族帯同禁止期間の見直し、外国人子弟の就
学義務の設定等、どれも重要な課題であり、今後の改善策の方向を示して
いると考えられる。
特に外国人子弟の就学義務の設定は移民的な背景を持つ人達との持続的
な共生を進めるうえで緊急を要する課題と思われる。公立学校における日
本語が必要な児童数を見ると増大傾向にあって2016年度で10年前の1.7倍4.4
万人に及んでいる。外国人の親が子どもを公立の小中学校に就学させるこ
とを希望する場合に無償で受けられるが、親が子どもの教育に関心が薄く
私立・公立を問わず就学させないと日本語や母国語を系統的に学ぶ機会が
失われ、子どもの社会への適応等に障害が生じる。
外国人との共生は、何に主眼を置くかによって大きく異なる。周知のよ
うにフランスを除いて多文化共生が欧州では主流であったが、近年ドイツ
をはじめ自国の言葉、習慣、ルールを重視する統合主義的な傾向が強まっ
ている。xvii 外国人労働者は、生活のしやすさを求めて同国人と同じ地域
に生活することが少なくないが、多文化共生よりも「緩やかな統合」を理
念として日本語教育はもとより子弟の学校教育を充実して外国人在留者す
べてが開かれた形で日本社会に共生できるようにすることが今後ますます
重要となっている。
４）急がれる少子化脱却
①　急激な少子化と外国人比率の上昇
外国人労働の利活用は人口減少を一定限度抑制する働きがあることは確
かであるが、日本のような急激な人口減少を在留外国人の急激な増加で克
服しようとすることは長期的には困難であり弊害が大きい。このことは多
くの人口学者が指摘しているところである。xviii
今日でも少子化は加速化し急激な人口減少が続いている。出生数は傾向
的に減少しており2018年は前年より2.8万人減少（2.9％減）して91.8万人
となっている。2019年初人口総数（住民基本台帳ベース）は高齢者の死亡
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数の増大等から前年より26.4万人減（0.21％減）の１億2744万人となって
いる。うち、日本人は43.3万人減の１億2478万人（0.35％減）であり、外
国人は17.0万人増の267万人（6.8％増）であり、外国人の増加が総人口の
減少を４割緩和している。
合計出生率は2005年まで傾向的に減少したが、2005年の1.26を最低水準
として以降2015年の1.45まで改善傾向にあった。その後悪化傾向がみられ
る。2018年は対前年比0.1減少して1.42となっている。20歳代の合計出生率
の低下が続くとともに、2018年は増加を続けてきた30歳代の合計出生率も
減少している。
少子化の最大の原因は未婚化であって、婚姻率も傾向的に低下している。
2018年の婚姻数は前年より2.0万組減（3.4％減）の58.6万組となっている。
このままでは、年少人口、労働力人口は急減少してバトンタッチする次世
代の人口は縮小し社会の持続が危ぶまれる。
現在の少子化が続くとすると、安定人口の確保には膨大な外国人在留者
の増大が必要となる。国連の経済社会局人口部の2000年の推計では日本が
1995年の総人口規模を維持するには1714万人（年平均34.3万人）、1995年
の生産年齢人口を維持するには3233万人（年平均64.7万人）が必要として
いる。xix これだけの補充移民がやってくるとすると外国人比率は急増し
て日本は日本人の国ではなくなってしまうであろう。
筆者の試算では第３表のように、少子化が現在のまま進むと（合計出
生率が1.44で推移、社人研中位推計）、2015年に1.8％であった外国人比率
は、毎年10万人外国人が増加すると、2030年に3.3％、2060年8.7％、2100
年19.1％になり、毎年25万人の増加では2030年5.4％、2060年17.0％、2100
年36.0％に達する。xx 40年後には毎年10万人の増加でも外国人比率は１割
に近づく。対応がうまくいかないとそれぞれの永住外国人がモザイクのよ
うに散らばって、基本的な価値が国民の間で共有される社会ではなくなる
恐れがある。
外国人の増大は20歳代から30歳代の人々が多いので、労働力人口を増大
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させるとともに年齢構成のアンバランスの是正にも資する。今後の外国人
の増大は円滑な受入れ体制の整備と外国人との共生体制の充実を図るとと
もに、時間経過に即した国民経済的に最適な外国人比率を考察して、それ
を踏まえた対応が必要となる。　
第３表　外国人比率の将来推計（少子化非改善、合計出生率1.44継続）
（備考）社人研将来人口推計（2017年４月）の中位推計・条件付き推計をもとに、
2015年の在留外国人数223万人をベースに外国人、外国人比率を筆者推計。（社人研
の中位推計は、合計出生率は1.44で推移、純外国人移動数を年約７万人増としてい
る。）
　
②　少子化対策の方向
少子化対策については詳しくは別稿を参照されたい。xxi 外国人労働を
利活用するうえでも少子化改善が不可欠であるので、対策の基本といくつ
かの今日的を施策について付言したい。
少子化は未婚化が主因であるから、結婚を促進するためにも経済的安定
基盤の充実（正規化、賃上げ等）、働き方改革、結婚支援などを含め広義
の未婚化対策が重要である。さらに結婚した人たちが、安心して２子、３
2015年 2030年 2060年 2100年
ケース１ 在留外国人数増加０万人
総人口
在留外国人数
外国人比率
万人
12709
223
1.8%
万人
11790
223
2.5%
万人
8866
223
2.5%
万人
5306
223
4.20%
ケース２ 同10万人
総人口
在留外国人数
外国人比率 同上
11966
399
3.3%
9471
828
8.7%
6283
1200
19.1%
ケース３ 同25万人
総人口
在留外国人数
外国人比率 同上
12232
665
5.4%
10410
1,767
17.0%
7939
2856
36.0%
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子を生み育てられるよう育児支援（保育園サービス等の現物給付と経済支
援等）、就学支援等が大切である。xxii
また、行政機構面では政府が対策に本腰を入れ集中して行うため副総理
を担当大臣とする少子化対策庁の創設、少子化の動向、原因、対策を研究
する国立少子化対策研究所の設立を含め、課題の早急な解決のため強力か
つ大胆な取り組みを行う必要がある。xxiii
なお、未婚化対策には次の補論に示すように未婚の社会的構造要因を踏
まえた対応が不可欠である。
結婚したいと思う男女が結婚に向かうには、経済的な安定基盤の確保と
明るい将来生活が描ける社会の形成が大切であるが、加えて「結婚困難社
会」に対応するには現代に見合った出会い・交際をサポートする場が必要
となっている。パートナー文化の薄いわが国では高度成長期の「結婚不可
欠社会」では、まじめに勤労、就学・研究している人たちが結婚に向かう
ような出会い・交際を労を惜しまずサポートする人達少なからずいた。現
代ではそれに代わる今日的役割が必要かもしれない。地方自治体の支援に
加え民間を中心とするAIなども活用した信頼性の高い良質な結婚仲介サー
ビス機能が求められている。xxiv
また、外国人人材の受入れが継続的に円滑に進むか否かは賃金、労働環
境に依存するところが大きい。このことは若者の安定的な経済基盤を通じ
る少子化改善と密接にかかわる。やりたくない仕事を外国人労働者に低賃
金で押し付けようとしても持続しにくい。自国民でも勤労しようとする賃
金、労働環境が基本となる。日本人がやりたがらない職種はもっとAIや
IT等を活用して労働環境を整えるとともに賃金を高める必要がある。
リーマンショックからの回復過程で、人件費節約のもと高収益が続き企
業の内部留保は厚くなる一方で労働分配率は低下傾向にあって、実質賃金
の停滞が続いた。最低賃金は近年３％程度の上昇を示しているが国際的に
は他の先進国に比較して相当低い。東京のような大都会と地方との最低賃
金差も大きい。
− 25 −
川　本　　　敏
経済の自動メカニズムは価格を媒介に働く。労働市場の価格はいうまで
もなく賃金である。賃金上昇等を通じた安定的な就労基盤・経済基盤の確
立によって、意欲あるすぐれた外国人労働力の確保と少子化脱却への好循
環を生じよう。
（補論）未婚化の社会的構造要因
未婚化の原因を社会学的に解明している山田昌弘の分析によれば、xxv 少
子化の進行は、皆婚社会から「結婚困難社会」に向かっている日本社会の
構造変化に起因する。すなわち戦後経済成長期の生活上昇期待に満ちた誰
しもが結婚する（未婚者には居所のない）、「結婚不可欠社会」から、将来
への期待感が乏しく自由を追求する個人と社会の存続との矛盾があらわに
なっている「結婚困難社会」に移行していることが主因とみられている。
欧米の現代社会は性革命の影響等から生活と恋愛（緊密性）が分離して
「結婚不要社会」に変貌している。宗教意識の強い人々は別として一般に
「愛情をもって性関係を持つということ」と「結婚して制度的な枠組みに
入ること」とは別ものと考えられている。就業率が増大して経済的にも自
立している女性が増大する中、制度的な結婚によって経済生活を共にする
必要性が薄くなっている。そうしたなか緩い結婚制度（同棲婚：フランス
の連帯市民契約パックスPACS、スウェーデンのサムボSAMBO）が活用
されている。
日本では、欧米のように結婚している否かにかかわらずパートナーと生
活することが一般的とはなっていないが、30歳代、40歳代の単身者が増大
してきて１人でいることが社会的に居づらいことでなくなり、また単身者
向けの様々なサービスが気軽に利用しやすくなってきて単身でも生活が不
便ということは無くなっている。その一方で若者の生活安定志向が一般的
に強く、また結婚に際して女性の多くは今より良い生活を期待して結婚相
手の収入を重視している。しかし、バブル崩壊後の経済停滞、リーマン
ショック後の人件費削減が続く中、一定以上の安定的な収入を得ている男
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性が減少している。女性の就業率が増大しているので結婚・出産後も継続
就業できれば、夫婦の合算での収入は専業主婦家庭よりも高くなり得るは
ずだが、若年の男性、女性の平均賃金はあがらず、出産後の継続雇用や育
児後の有利な再就職が容易でないと結婚に踏み切りにくくなっている。
欧米は「結婚不要社会」となっているとはいえ、パートナーのいる生活
文化が強く、緩い結びつきの下で子どもが生まれても、育児の公的支援が
制度的に受けられ、子どもの権利も守られているので安心して子育てがで
きる。生涯の伴侶として生活したいと考えたときに正式な結婚をするが、
しなくても子どもは生まれ育つことになる。フランスや北欧のように比較
的高い出生率が維持される。
日本の結婚制度はフランスの正式な結婚制度と比較して簡便といわれて
おり、「できちゃった婚」も多く出産の大きな阻害要因とは考えられにくい。
個人の自由の追求と経済社会の存続は矛盾をきたしやすいが、両者が調和
的に融合する社会経済メカニズムの構築が改めて問われていると思われる。
なお、現代社会は満ちあふれる情報の渦なかで自然のリズムを大切にし
た生活の流れが失われがちである。令和の時代、万葉集にあるような素朴
で豊かな相聞のこころが大切にされれば、未婚化、少子化の潮流変化に寄
与しよう。
むすび
創設された特定技能制度は技能実習生制度に比較すれば、日本人と同額
以上の賃金の確保、同一業務区分間の転職の許容、共生支援計画の策定・
履行の義務化等が定められており、相当の改善がみられる。また、改正入
管法の議論を通じ国会、メディア、評論、学会等において在留資格、外国
人労働、人材不足、移民など広範な関連事項について多角的な議論が巻き
起こったこと、その間に外国人労働や外国人との共生の実態について一般
に知られるようになったことの意義は大きい。
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しかし、今回の新在留資格の創設が今後の外国人労働の活用政策や外国
人との共生政策の妥当で適切なステップになっていくかは、今後の運用と
制度改善のいかんに依るところが大きく、取り組むべき残されている課題
も少なくない。
第１に、適切な外国人比率、必要な外国人労働者の受入れ数など関連の
計数について業種別にも地域別にもマクロ的にも一層の明瞭化が必要であ
る。
第２に、技能実習生制度、留学生制度など実態に即して制度の改廃、管
理運用の厳格化が必要である。
第３に、外国人子弟の義務教育化、地方自治体の必要財源等の確保はじ
め共生政策の充実・強化が必要である。
第４に、急激な労働力人口減少を外国人労働者の受入れ増で長期的に補
うことは弊害が多く困難であるので、少子化脱却に向けて政策の強化が必
要である。安定的な経済基盤の確立（正規職員化、賃金増等）、働き方改
革（少残業、効率的な業務遂行等）、育児支援（保育園や学童保育の充実等）、
結婚支援（信頼できる良質な結婚紹介サービスの醸成等）、行政機構改革（少
子化対策庁、国立少子化問題研究所の創設等）が重要である。
グローバル化が進むなか人、モノ、情報の交流が活発化している今日、
国際的な人的移動は増大を続けよう。来訪する外国人人材は目的と希望を
もって在留する心ある生身の人達である。日本に来てよかった思える適切
な経済的な待遇と環境、日本人とのよき共生が不可欠である。そのために
は、日本社会は安価な内外の労働力に依存するのでなく、社会に必要な労
働の価値が賃金や労働環境等に充分に反映されるよう制度改革が必要であ
る。そのことは日本の若者の経済的な基盤の強化となって少子化脱却に寄
与するとともに、技能と意欲ある外国人人材の適度の到来にも貢献しよう。
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i　  日本経済新聞2018.12.11　６面改正入管法特集　産経新聞2019.12.7　27面の表
ii　  日本経済新聞2019.5.25
iii　   例えば製造物責任法や消費者契約法の成立過程を見ると、法案策定等に反対す
る者は「拙速である」として、現行よりも事態は改善すると思われる内容でも、
先送りさせようとすることがままあった。
iv　  堺屋太一、坂中英徳、出口治明等は外国人受入れの意義を説く。
v　   川口マーン恵美はドイツの教訓にならない外国労働者に不満が生じないに対応、
ガブリエル・フォークト（ハンブルグ大学教授）は移民強国に、毛受敏浩、山
脇啓造、近藤敦は共生の大切さを説く。また、佐野幸治は受入拡大に政府主導
の悪質業者排除の必要性、新田秀樹は社会保障の内外平等、芹澤健介は悪質な
語学校等の横行で留学生、教師が食い物にされないようにすること等を説いて
いる。
vi　  森永拓郎は賃金低下、低賃金の温存につながること、藻谷浩介は外国人労働者
で人手不足は解消しないこと、賃上げして日本人が率先して現場を担うことが
大切であること、少子化対策の強化等、中島隆信は外国人労働が賃上げを抑制
して国内の雇用者所得は下げて本質的な解決を遅らせること、櫻井よしこは一
般永住者の増大を促進し国家情報法を有するような国の国籍を持つ人が増大す
ると緊急時に日本の社会がかく乱される恐れがあること、西尾幹二は永住者が
増え事実上の移民国家となりって日本文化・日本語が理解できない者が増えて
階層分化が進むこと、地方自治体等の財政負担も増大すること、渡辺惣樹は外
国人労働者の受け入れは将来必ず社会的混乱をおこす（蜜月続かない）こと　
等を述べている。　
vii　  叶芳和は、送出し国、競合受入れ国と日本の賃金差が縮小・逆転していることか 
ら、外国人労働者から選ばれる国になるために技能実習生の賃金を日本の最低
賃金額よりも２割加算すること等を提案している。叶芳和「アジアにおける外
国人人材争奪戦――海外出稼ぎ労働者の未来市場」『農業経営者』2018年10月号、
「「外国人最賃」制の創設を」、山形新聞2018.10.2　オピニオン欄　参照
viii  『文藝春秋』2019年６月号
ix 毎日新聞世論調査2018.10.8（10月６～７日実施）
x 日経新聞2019.3.25
xi 厚労省「「外国人雇用状況」の届出状況」2019年１月による。
xii  栁沢共栄「「技能実習生」という外国人労働者たちは――」（『正論』2019年２月
号）参照
xiii 法務省「本邦における不法残留者数について（平成31年１月１日）」（2019年３月）
xiv 文科省の調査（2019年６月公表）、日経新聞2019.6.11（夕刊）、2019.6.12（朝刊）
xv  加藤久和「留学生の就職解禁でなし崩し的に進む移民政策」Wedge 2019年７月
号
xvi  外国人が多数居住する浜松市、太田市等全国13都市で2001年に設立された団体で、 
注
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　外国人住民との共生、顕在化しつつある課題の解決に取り組んでいる。
xvii  ‘A way forward on immigration’, ’Briefing Immigration’　The Economist, Au-
gust 25th 2018，岡本奈穂子（2019）228～234p参照
xviii  是川夕「第１章　人口問題と移民」（是川夕編著『人口問題と移民』2019）37p
xix  Population Division Department of Economic and Social Affairs, United Na-
tions ‘Replacement Migration: Is it a Solution to Declining and Aging Popula-
tion?’ 2000
xx  川本敏「少子化対策における移民の役割」白鷗大学論集33−1（2018年９月）
67p
xxi  川本敏「少子化対策の現状と効果的な対策の推進」白鷗大学論集32−2（2018
年３月）を参照
xxii  深井太洋「保健所整備は女性の就業率や出生率を上げたかでは」（『日本労働研
究雑誌』2019年６月号）では、保育所定員率を10％ポイント上昇させると潜在
的に女性就業率の高い地域の女性（25～35歳）の合計出生率を0.3ポイント上
昇させ、仮に全員が保育園にかよえるとなったとすると合計出生率が1.71にな
りうることをFukai.T.（2017）論文をもとに紹介している。最新の待機児童対
策、保育サービス供給、幼児教育・保育の無償化については八田達夫（2019）が、
たいへん有益で示唆に富む。
xxiii  江利川毅　日経新聞2019.6.4　経済教室
xxiv  リクルートマーケティンングパートナーズ・ブライダル総研「婚活実態調査
2018」によると、2017年の婚姻者のうち、結婚相談所、婚活サイト・アプリ、
恋活サイト・アプリ、婚活パーティ・イベントの４サービスからなる「婚活
サービス」を通じて結婚した人は10.4％となっている。2000年1.4％から2016年
の11.3％まで傾向的に増大している。最近ではネット系婚活サービスを通じた
結婚割合が増加しており外資系の企業も活動している。婚活サービス業の最近
の売上げは1000億円前後に及んでいる。
xxv 山田昌弘『結婚不要社会』参照
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